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提言の概略 経済政策委員会（高橋温委

員長）は2月22日、提言

「成長を未来につなぐ―生産性

向上による豊かな国民生活の実

現―」を発表した。

日本経済は、いざなぎ景気を

も凌駕する長期にわたる緩やか

な景気拡大経路を歩んでいる。

一方、家計部門の回復は遅れ気

味と言われているが、景気拡大

の恩恵は家計部門へも徐々に及

びつつある。

こうした近年の動きは、日本

経済が抱えている雇用、所得分

配、財政、社会保障などの各分

野における不均衡を是正し、国

民の生活水準を維持・向上させ

るためには、安定的・持続的な

経済成長が必要不可欠であるこ

とを物語っている。また、国際

的にも経済成長による国力の強

化が、官民による国際支援の拡

大を通じて世界情勢の安定化や

日本の安全保障にもつながる。

今後日本経済は、生産年齢人

口の減少ピッチの加速、財政の

制約に直面するとともに、グ

ローバルな競争はますます激化

する。こうした厳しい環境の下

で安定的な経済成長を持続させ

るためには、国民と企業が一致

協力して「日本経済の生産性」

をより一層高めていくことが不

可欠である。そこで、日本経済

の生産性を高めるための基本戦

略と具体的施策を提起する。

経済政策委員会（高橋温委員長）提言

「成長を未来につなぐ」
―生産性向上による豊かな国民生活の実現―

生産年齢人口の減少、財政の制約、グローバルな競争の激化という激しい環

境を乗り越え、将来にわたって国民の生活水準を維持・向上させるために

は、安定的な経済成長が望まれる。そのためには国民と企業が一致協力し、

「日本経済の生産性」をより一層高めることが不可欠である。

（基本戦略1）市場メカニズムの働きを活かす

経済資源の流動性を高める１

①労働市場の効率化と能力開発支援に重点を置く

②若年フリーター層に活躍の途を開く

③女性管理職比率を倍増させる
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（資料）UNDP“Human Development Report 2006” 
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①リスクマネーの供給を増加させる

②個人金融資産の効率的運用を目指す

③政策金融機関の役割を縮小させる

豊かな国民生活の
実現

管理的職業従事者に占める女性の割合

施策1 一人ひとりの就労能力を最大限に活かす

施策2 イノベーションを金融面でサポートする

施策3 収益性・効率性・生産性を重視した設備投資を促進する

生産性の
向上

安定的な
経済成長
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｢官から民へ｣の流れを加速させる2

①真に必要な公共投資は案件を厳選した上で進める

②公共投資にPFI・PPPを一層積極的に活用する

①公共サービスの民間事業者への開放を一層進める

②公務員にインセンティブを与える制度改革を実施する

（基本戦略2）イノベーションを促進する

①研究開発における産学の連携を推進する

②新事業創造を支援する

①業務プロセス改革を進めるためにITを活用する

②役員報酬は業績連動型にする

（基本戦略3）グローバル化の成果を活かす

①対内直接投資を国民の利益につなげる

②対外資産の収益率向上を図る

①東アジアにおける分業体制を一層高度化する

②経済活動のソフトインフラ整備を進める オ
ー
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（資料）IMF“International Financial Statistics” 
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（研究開発投資費GDP比率、％）

（TFP伸び率、％） 

（1）民間と政府との役割分担を明確に意識する。（2）市場メカニズムを有効活用しCSRを遂行する。

少子高齢化や国際競争の激化など直面する内外の逆風を乗り切り、日本の経済社会を活力あふれたものに進化させるため

には、我々経営者層が、政府に徒に頼らず、市場メカニズムと高い企業倫理に立脚した自由闊達な企業行動を展開し、成

長を未来につなげていかなければならない。

主要国の対内直接投資残高名目GDP比率（2005年）

研究開発投資の規模と全要素生産性伸び率の関係
（1995年以降平均伸び率）

施策4 社会資本整備に民間活力を導入し効率化を図る

施策5 公共サービスに競争原理とインセンティブを導入する

施策6 研究開発における産学の連携を推進し
新事業を創造する

施策7 業務プロセス改革の推進と
経営成果に責任を持つ

施策8 世界的経済成長の成果を取り込む

施策9 東アジアと連携し
生産性の向上を図る
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